
76.5%

72.7%

64.6%

64.5%
64.0%

61.8%
60.0%

59.1%
58.8%

58.3%
57.7%

56.7%
56.5%

56.3%
55.2%

55.0%

52.4%
51.4%

48.2%
47.4%

45.5%
44.4%

44.2%

42.1%
39.5%

38.2%
35.7%

35.0%

34.3%
33.3%

31.6%
30.4%

27.9%
26.8%

26.2%

26.1%
25.0%

21.8%
20.0%

19.2%

14.7%
14.6%

8.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

佐
賀
県

熊
本
県

福
島
県

新
潟
県

栃
木
県

愛
知
県

青
森
県

石
川
県

長
崎
県

福
井
県

徳
島
県

宮
崎
県

埼
玉
県

三
重
県

福
岡
県

富
山
県

東
京
都

鳥
取
県

愛
媛
県

山
形
県

奈
良
県

長
野
県

山
口
県

京
都
府

和
歌
山
県

大
阪
府

島
根
県

茨
城
県

神
奈
川
県

岡
山
県

鹿
児
島
県

静
岡
県

宮
城
県

大
分
県

香
川
県

広
島
県

岐
阜
県

北
海
道

沖
縄
県

山
梨
県

高
知
県

千
葉
県

滋
賀
県

秋
田
県

岩
手
県

兵
庫
県

群
馬
県

学校給食費の公会計化等の実施を予定していない教育委員会の都道府県別割合

出典：学校給食費に係る公会計化等の推進状況調査

公会計化等※の実施を予定していない教育委員会は724（42.9％）あり、都道府県別の割合でみると以下のとおり。

8.0％

76.5％ （支障となっている主な事由）
・システム導入・運用等経費が確保できない。
・必要な人員が確保できない。
・関係部門との連携が上手くいかない。
・現時点では具体的な検討に至っていない。
・公会計化していないが，徴収・管理に係る教員の負担軽減策を
講じている（事務員や自治体出向職員、関連団体による徴収等）。

・保護者と信頼関係のある学校が担った方が円滑。
・他市町村等の動向を見て，検討したい。 等
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学校給食費の公会計化等※に関する実施・検討状況

導入している 導入の準備・検討している 導入を予定していない

※学校給食費を公会計化するとともに、保護者からの学校給食費の徴収・管理業務を地方公共団体の自らの業務として行うこと。

平均値 26.0％

公会計化等※の実施割合は平均26.0％、導入の準備・検討をしている割合を含めると平均57.1％となっている。


